
 

令和７年度 第２回大津市地域公共交通活性化協議会 

 

 

次 第 

 

                    令和７年８月２８日（木）１３：３０～ 

大津市役所新館７階大会議室 

 

１ 開会 

 

 

２ 議題 

・第２次大津市地域公共交通計画骨子案について 

 

 

３ その他 

 

 

４ 閉会 



大津第一交通㈱
　　　鷹野　啓介

大
津
市
産
業
観
光
部

　
　
　
岡
嶋
　
一
郎

琵琶湖タクシー㈱
　　　山下　美弘

事務局

大津市政策調整部
　　　内川　直樹

(一社)滋賀県バス協会
野村　義明

(一社)滋賀県タクシー協
会

松尾　武文

大
津
市
建
設
部

　
　
　
小
島
　
浩
幸

滋賀県交通戦略課
　　山脇　翼

○

出
入
口

大
津
市
環
境
部

　
　
　
和
田
　
圭
司

大
津
市
都
市
計
画
部

　
　
　
三
國
　
昌
克

大
津
市
教
育
委
員
会

　
　
　
清
水
　
美
幸

○

〇 〇 ○ 〇

大津市健康福祉部
　　　栗本 亮

大
津
市
健
康
福
祉
部

　
　
　
西
本
　
美
和

○

京阪電気鉄道㈱
　　　前田　勝

○

○

○
江若交通㈱
　　　大槻　幸彦

○

近江鉄道㈱
　　　近藤　章博

○ ○

○

帝産湖南交通㈱
　　　長瀬　行宣

西日本旅客鉄道㈱京滋支社
　　　池田　奈津子

○

○

○

○

令和7年度　第2回大津市地域公共交通活性化協議会　座席表　

令和7年8月2８日(木)13:30～／大津市役所　新館７階　大会議室

大
津
市
P
T
A
連
合
会

　
　
　
　
本
井
　
顕
高

大
津
市
地
域
女
性
団
体

連
合
会

　
　
　
太
田
　
い
く
子

龍
谷
大
学

　
　
　
　
井
上
　
学

大
津
市
副
市
長

　
　
　
　
北
澗
　
弘
康

大
津
市
自
治
連
合
会

　
　
　
　
中
川
　
一
良

大
津
市
老
人
ク
ラ
ブ
連

合
会

　
　
　
　
岡
村
　
敬
市

○

京阪バス㈱
　　　山本　英幸

○

○

滋賀運輸支局
喜多畑　敦嗣

○

○

大津北警察署
奥田　卓也

滋賀国道事務所
斎藤　哲也

○

○

○

大津土木事務所
清水　良幸

○

○

大津商工会議所
他谷　秀樹

○

瀬田商工会
川瀬　成行

○ ○

大津警察署
松下　昂平

○

随

行

席

傍
聴
席

記
者
席



委　　員

職　　名 氏　名 職名 氏名

大津市 大津市 副市長 北澗　弘康 出席 会長

第１号 学識経験者 龍谷大学文学部歴史学科日本史学専攻 教授 井上　学 出席 副会長

第２号 市民団体 大津市自治連合会 仰木学区自治連合会長 中川　一良 出席

第２号 市民団体 大津市地域女性団体連合会 副会長 太田　いく子 出席

第２号 市民団体 大津市老人クラブ連合会 副会長 岡村　敬市 出席

第２号 市民団体 大津市ＰＴＡ連合会 副会長 本井　顕高 出席

第３号 商工会 大津商工会議所 理事・事務局長 他谷　秀樹 出席

第３号 商工会 瀬田商工会 課長 川瀬　成行 出席

第３号 商工会 大津北商工会 事務局長 白川　武史 欠席

第４号 運輸関連団体 （一社）滋賀県バス協会 専務理事 野村　義明 出席

第４号 運輸関連団体 （一社）滋賀県タクシー協会 専務理事 松尾　武文 出席

第４号 運輸関連団体 日本私鉄労働組合総連合会　私鉄滋賀県協議会　 事務局長 春田　将伸 欠席

第６号 運輸行政機関 国土交通省　近畿運輸局　滋賀運輸支局　企画輸送監査部門 首席運輸企画専門官 喜多畑　敦嗣 運輸企画専門官 野村 康行（随行） 出席

第６号 運輸行政機関 滋賀県　土木交通部　交通戦略課 参事 福島　森 主任主事 山脇　翼 代理

第６号 道路管理者 国土交通省　近畿地方整備局　滋賀国道事務所 副所長 斎藤　哲也 出席

第６号 道路管理者 滋賀県　大津土木事務所 次長 清水　良幸 出席

第６号 公安委員会 滋賀県　大津警察署 交通第一課　課長 亀田　貴 係長 松下　昂平 代理

第６号 公安委員会 滋賀県　大津北警察署 交通課　課長 山本　一起 警部補 奥田　卓也 代理

第４号 公共交通事業者 西日本旅客鉄道㈱　京滋支社 地域共生室　室長 池田　奈津子 出席

第４号 公共交通事業者 京阪電気鉄道㈱　 経営企画部　部長 前田　勝 出席

第４号 公共交通事業者 近江鉄道㈱　 自動車部　部長 北村　真治 バス営業課長 近藤　章博 代理

第４号 公共交通事業者 京阪バス㈱ 経営戦略室　代表部長 山本　英幸 経営戦略室　課長 檀　嘉宏(随行） 出席

第４号 公共交通事業者 江若交通㈱ 運輸部　部長 大槻　幸彦 出席

第４号 公共交通事業者 帝産湖南交通㈱ 業務部　部長 新　幸雄 業務部　次長 長瀬　行宣 代理

第４号 公共交通事業者 琵琶湖タクシー㈱ 支配人 山下　美弘 出席

第４号 公共交通事業者 大津第一交通㈱ 次長 鷹野　啓介 出席

第７号 大津市 政策調整部 部長 内川　直樹 出席

障害福祉課課長 栗本亮 代理

長寿福祉課課長 西本美和 代理

第７号 大津市 産業観光部 部長 岡嶋　一郎 出席

第７号 大津市 環境部 部長 宿谷　繁生 環境施設課課長補佐 和田圭司 代理

第７号 大津市 都市計画部 部長 三國　昌克 出席

第７号 大津市 建設部 部長 小島　浩幸 出席

第７号 大津市 教育委員会 教育部長 清水　美幸 出席

事務局：地域交通政策課

令和７年度　第2回大津市地域公共交通活性化協議会　出席者名簿

区分

参加可否 摘要分　野 所　　属
委　　員 代理出席

部長 小野　昌幸第７号 大津市 健康福祉部



Lake Biwa

第２次大津市地域公共交通計画

≪ 骨子案 ≫ 

令和７年８月

大津市地域公共交通活性化協議会



Lake Biwa

Otsu City 2

次第

１ 大津市の現状 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ P. 3
⑴ 大津市の地域の特性 ・・・・・・・・・・・・・・・・ P. 3

⑵ 大津市の交通の特性 ・・・・・・・・・・・・・・・・ P. 5

⑶ 大津市の地域公共交通に関する意見 ・・・・・・・・・ P. 9

⑷ 大津市の交通手段ごとの役割 ・・・・・・・・・・・・ P.14

⑸ 現行計画の振り返り ・・・・・・・・・・・・・・・・ P.15

２ 計画骨子案 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P.16

⑴ 計画の基本方針(案) ・・・・・・・・・・・・・・・・ P.16

⑵ 取組の方向性(案)と施策(案) ・・・・・・・・・・・・ P.18

⑶ 指標(案) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P.19

⑷ 推進体制(案) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P.20

３ 計画素案の策定に向けて ・・・・・・・・・・・・ P.21

⑴ 地域公共交通計画の実質化に向けた検討会の提言 ・・・ P.21

⑵ アップデートガイダンスのポイント ・・・・・・・・・ P.21



Lake Biwa

Otsu City 3

１ 大津市の現状

⑴ 大津市の地域の特性

① 大津市の人口、世帯数、高齢化率、将来推計人口

【図1】年齢３区分別人口と世帯数の推移

・近年、総人口は横ばい傾向だが少子高齢化は進展。【図1】
・老年人口は増加し、2060年(令和42年)には高齢化率は約39％になる見込み。【図2】

※出典／資料 国勢調査

※出典／資料 1985～2020年は国勢調査
2025～2060年は第３期大津市人口ビジョンにおける推計

【図2】将来推計人口
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② 通勤・通学流動

・通勤流動は全体で流入より流出が多く、流出先は京都市、草津市が多い。【図3左】
・通学流動は全体で流入より流出が多く、流出先は京都市、草津市、大阪市が多い。【図3右】
・人の移動（トリップ数）は若年層の移動は減少し、高齢者層の移動は増加。【図4】
・本市の目的別発生集中量は出勤目的がやや増加し、それ以外は減少。【図5】

※出典/資料 令和２(2020)年国勢調査（15歳以上の就業者・通学者）

【図3】通勤・通学流動

１ 大津市の現状

⑴ 大津市の地域の特性

※出典/資料 近畿圏パーソントリップ調査

【図4】年齢階層別トリップ数の推移

【図5】目的別の発生集中量の推移〔平日〕
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・自動車保有台数は、軽自動車は増加傾向、乗用車は2011年(平成23年)以降横ばい傾向。【図6】
・免許人口割合は、若年層が減少する一方で、高齢者層は増加傾向。【図7】

【図6】自動車保有台数の推移

※出典／資料 大津市統計年鑑。世帯数は住民基本台帳

１ 大津市の現状

⑵ 大津市の交通の特性

① 自動車交通

※出典／資料 滋賀県警察本部提供資料

【図7】免許人口割合の推移
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１ 大津市の現状

⑵ 大津市の交通の特性

② 鉄道

・鉄道の利用者数は、新型コロナウイルス感染症の影響により2020年(令和2年)に減少し、
以降は回復基調。【図8】

・JRは京阪電車より定期割合が多く、通勤・通学目的の利用が多いと推察。【図9】

【図8】鉄道駅利用者数の推移

※出典／資料 大津市鉄道に関する利用実態調査

※鉄道駅利用者数 ：（京阪電気鉄道）2020、2021年度は調査未実施。

定期・定期外割合の推移：（京阪電気鉄道）2018、2020、2021年度は調査未実施。

【図9】定期・定期外割合の推移
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１ 大津市の現状

⑵ 大津市の交通の特性

③ 路線バス

・路線バスの実車走行キロは、2015年(平成27年)以降は減少傾向。【図10】
・路線バスの利用者数は、新型コロナウイルス感染症の影響による2020年(令和2年)の激減後、
回復しつつあったが、2024年(令和6年)減少に転じる。【図11】

【図10】実車走行キロの推移（バス事業者4社計） 【図11】路線バスの利用者数の推移

※出典／資料 大津市調べ
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１ 大津市の現状

⑵ 大津市の交通の特性

④ 一般タクシー・デマンド型乗合タクシー「光ルくん号」

・一般タクシーの年間利用者数は、約262万人(2015年度(平成27年度)実績)から約143万人
(2024年度(令和6年度)実績）に減少。【図12】

・デマンド型乗合タクシーの年間利用者数は、約1.3万人(2021年度(令和3年度)実績)から
約1.6万人(2024年度(令和6年度)実績)に増加し、地域の移動手段として定着。【図13】

【図12】タクシー事業者の年間利用者数（個人タクシー除く）

※出典／資料 タクシー協会及び事業者ヒアリング

【図13】地域別デマンド型乗合タクシーの年間利用者数

※出典／資料 大津市調べ

2021年（令和3年）4月より、
北部地域（葛川、伊香立、仰木）
南部地域（上田上、晴嵐台）で開始。

（
人
／
年
）
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１ 大津市の現状

⑶ 大津市の地域公共交通に関する意見

① 市民等への移動に関するアンケート調査

【高校生へのアンケート調査】

・対象者 ：市内の高校生
・調査期間：令和7年6～7月
・調査方法：インターネット
・回答数 ：4,668名

【街頭でのアンケート調査】

・対象者 ：鉄道・路線バスの利用者
・調査日 ：令和7年6月17、18、21日
・調査場所：JR(堅田駅、大津京駅、大津駅、

                      膳所駅、石山駅)

京阪(京阪大津京駅、

びわ湖浜大津駅、
                         京阪膳所駅、京阪石山駅)

・調査方法：聞き取り、調査票の配布
・回答数 ：773名

【デマンド型乗合タクシーアンケート調査】

・対象者 ：「光ルくん号」
             の利用者
・調査期間：令和7年6～7月
・調査方法：乗車時に配布
・回答数 ：105名

【一般向けアンケート調査】

・対象者 ：市民等
・調査期間：令和7年7月1日～8月31日
・調査方法：インターネット
・回答数 ：670名（8月21日時点）
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１ 大津市の現状

⑶ 大津市の地域公共交通に関する意見

② 市民等の意見

地域公共交通の運行

・路線バスの運行本数が少なく、利用しづらい。
・鉄道の終電時間が早いので、遅くしてほしい。
・タクシーの予約時に電話がつながらない。当日だと予約で
きない。

・鉄道駅までの二次交通（路線バスなど）がない。
・特定の時間帯の鉄道や路線バスが混雑して、利用しづらい。
・ベビーカー利用だと、混雑した電車は利用しづらく、自家
用車を利用する。

・名所、旧跡を訪ねたいが交通機関がなく不便。
・将来路線バスが廃線にならないか不安。
・デマンド型乗合タクシーが自宅前で乗降できず不便。

車両・待合施設

・鉄道駅のホームのバリアフリーが未整備で、高齢者やベビー
カーでは利用しづらい。

・車いすや障害者の乗降が大変。
・鉄道駅の待合室に冷暖房を整備してほしい。

地域公共交通の運賃・決済手段

・路線バスの運賃が高い。
・交通事業者によって、交通系ＩＣカードが使えない。

10

・部活帰りが遅いので、路線バスの便数を増やしてほしい。
・駅員がいなくてトラブルの対応が遅くなる。
・鉄道間のダイヤを調整してほしい。
・朝の電車が混雑しすぎなので、増便してほしい。
・バスの到着時刻があいまいで、わかりづらい。
・電話対応窓口が増え、耳の不自由な人が切符購入に困る。
・通学の時、車両が少ないので一度に乗れないことがある。
・鉄道のダイヤが少なくて、塾から帰る時間が遅くなる。
・バス停を増やしてほしい。
・雨の日、電車やバスが遅延して、遅刻する人が多い。

・駅構内で日差しや雨が防げない。トイレがない駅がある。
・駅のホームが狭く、通学時に危険。
・鉄道駅にスロープがなくて不便。
・エレベーターやエスカレーターがあれば、高齢者や子育て
世代も利用しやすくなる。

・バス停に屋根（日陰）を付けてほしい。
・鉄道駅に給水器を設置してほしい。
・ノンステップバスを増やしてほしい。

・バーコード決済ができるようにしてほしい。
・交通系ＩＣカードが使えないバスがあって不便。
・バスでぴったりの小銭がないと、気まずい、いつ両替した
らいいかわからない。

・路線バスの運賃支払いで両替するのに時間がかかって、列
になるのが嫌。

・京都のようにバス運賃が定額になる地域を作ってほしい。

高
校
生
の
意
見

高
校
生
の
意
見

高
校
生
の
意
見
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１ 大津市の現状

⑶ 大津市の地域公共交通に関する意見

免許返納の不安

・路線バスの廃線により、運転免許証返納後の移動が不安。
・身体が不自由で自家用車に頼らざるを得ない、タクシーは高

くて将来が不安。
・免許返納すると出かけづらくなるので不安。
・路線バスの敬老パスがあると、運転免許証の返納がしやすい。

その他

・高齢者はインターネットになじみがなく、買い物に利用しづ
らい。

・路線バスの行き先を調べることが難しい。どこを走っている
か、停留所名を見てもわからない。

・幼稚園等の送迎バスを、通園時間以外は地域の無料循環バス
として利用できないか。

子ども・高齢者の不安

・路線バスが廃線となり、高校生の子どもを最寄りの鉄道駅ま
で送迎する必要があり不便。

・路線バスのダイヤが少なく、中学生の登下校が非常に不便。
・子どもが高校生になったときの最寄りの鉄道駅までの交通手
段があるか不安。

・歳を重ね、荷物をもってバスを利用するのが厳しい。

11

・住んでいる地域は路線バスが少なく、進学する高校が限
られてしまう。

・鉄道駅から学校までの直通バスを出してほしい

高
校
生
の
意
見

② 市民等の意見
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１ 大津市の現状

⑶ 大津市の地域公共交通に関する意見

④ 交通事業者（バス事業者）の意見

事業運営上の課題

＜人員体制＞
・慢性的な運転手不足。（人材定着が困難、退職者の多さ）
＜収支状況＞
・燃料費、車両費等の高騰。
・設備投資、車両修繕費の増加。
・運転手の賃金アップ等の待遇改善による人件費の増加。
・不採算路線の見直しや利用の少ない早朝深夜便の減便。

期待する行政の支援

・「路線バスに今乗らないと将来はなくなる」という周知啓発
・路線維持や設備投資のための経済的支援
・バス事業継続に向けた人的支援、斡旋
・ハローワーク等の採用窓口の強化
・大型自動車第二種運転免許証の取得支援事業の費用負担
・市民の定期券購入補助
・高齢化する団地等への移動手段の検討（公的支援・運営）

今後の展望

・人口減少やコロナ禍以降の生活様式の変化等もあり、大幅な
利用者数の増加は見込みにくい。

・乗務員不足の対応で手一杯。

運転免許証返納者への対応

・運転免許証返納者向けサービスの実施は、内容次第。経済的な
面や運転手のオペレーションの負担増等になることは厳しい。

・公的補助がなければ、前向きな検討はできない。
・運転免許証返納者が、路線バスの利用者になると言い切れない
ため、検討はできない。

③ 交通事業者（鉄道事業者）の意見

＜人員体制＞
・運転手や整備士の減少。

＜収支状況＞
・物価の高騰や人件費の増加による利益圧迫。

事業運営上の課題 期待する行政の支援

・滋賀県が検討を進める新たな税のあり方に関心がある。
・運転手や整備士等の人材を求めていることの周知。
・鉄道利用と連動したまちづくりの推進。
・各種キャンペーンを通じた連携。
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１ 大津市の現状

⑶ 大津市の地域公共交通に関する意見

⑤ 交通事業者（タクシー事業者）の意見

期待する行政の支援

・助成金・補助金の拡充
・各種割引制度に対する直接の補填
・観光客やビジネスマンの誘致

利用者数

・新型コロナウイルス感染症の拡大以前の水準に戻っていない。
・夜の利用者が大幅に減少。

運転免許証返納者への対応

・既に取組は行っており、運転免許証返納者が増加していく中、
更なる拡充は難しい。

予約への対応

・天候、時間帯、曜日によって、予約への対応が難しい。
・夜中の予約への対応が難しい。
・得意先を優先するため、新規客への対応が難しい。
・乗務員が足りず、時間指定の予約への対応が難しい。

事業運営上の課題

＜人員体制＞
・運転手の確保が厳しい。

＜収支状況＞
・タクシーアプリ使用料の支払いが利益を圧迫。
・ＬＰガススタンドが減少し、ＬＰＧ車が燃料を補給しづらく
なり、ガソリン車の調達を進め、調達費用がかかる。

・更新したいが手頃な車両がない。
・燃料費等の物価高騰
・物価高騰や人件費の増加分を、タクシー運賃に十分に反映で
きていない。

・各種割引制度（障害者割、免許返納者割引）による収益圧迫。

今後の展望

・運転手を確保し、迅速に配車できる体制の確立を図る。
・運転手不足で事業存続の危機。
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分類 交通手段等
該当する

交通機関、路線等
現行計画 役割

輸送量

地
域
公
共
交
通

幹

鉄道 ＪＲ西日本、京阪電鉄

基幹ネットワーク 広域的な輸送

大

路線バス
大津市内総合線（石山駅
～大石小学校）

中

枝 路線バス

浜大津線 等 拠点間ネットワーク 拠点間の輸送

中近江大橋線、京都比叡平
線 等

市外アクセスネットワーク 市内拠点と隣接市主要駅間の輸送

葉

路線バス
デマンド型乗合タクシー

東ローズタウン線 等
光ルくん号

拠点アクセスネットワーク 拠点と最終目的地間の輸送
中
小

タクシー － 個別需要に応じた輸送 小

地
域
公
共
交
通
の
補
完

公共ライドシェア
－自家用有償旅客運送
－道路運送法第78条第2号

交通空白地有償運送
（市内実績なし）

拠点アクセスネットワーク

一般旅客自動車運送事業者による
ことが困難な地域での輸送

－

福祉有償運送
一般的なバス等の利用が困難な要介
護者や障害者等の輸送

小

日本版ライドシェア
－自家用車活用事業
－道路運送法第78条第3号

市内の許可事業者3社 －
タクシー不足が深刻な曜日、時間帯
に限定した輸送等

小

無償運送
ボランティア輸送
（葛川、和邇等）

－
・地域の共助による輸送
・買い物、通院等暮らしの移動支援

小

１ 大津市の現状

⑷ 大津市の交通手段等の役割

・鉄道を幹とし、路線バス等を枝葉とした地域公共交通ネットワークが形成されている。
・地域公共交通ネットワークを補完する移動手段が存在する。
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１ 大津市の現状

⑸ 現行計画の振り返り

・鉄道の利用者数は、新型コロナウイルス感染症の拡大前の水準まで回復しておらず、鉄道の利用促進に
向けた取組が求められる。

・路線バスの実車走行キロあたりの利用者数や国・県・市が補助するバス路線の収支率は目標を達成するも、
改善基準告示への対応や運転手の担い手不足、燃料費の高騰など経営環境は厳しさを増していることから、
路線バスの路線維持・確保に向けた取組が求められる。

・交通課題解決に向けた地域主体の取組は目標を達成しておらず、地域公共交通の維持、確保に向けた市民
等への啓発や利用促進策の対応が求められる。

指標 目標値(R7年度) 実績(R6年度)

鉄道の利用者数

ＪＲ R元年度水準（231,818人/日）を維持 214,768人/日

京阪電車 R元年度水準（55,777人/日）を維持 54,958人/日

路線バスの実車走行キロあたりの利用者数 R元年度水準（2.09人/km）を維持 2.34人/km

路線維持のために国・県・市が補助するバス路線の収支率 R元年度水準（52.7％）を維持 63.1%

地域公共交通サービス全般に対する大津市の財政負担額 R2年度水準（178,613千円）を維持
96,089千円

(R6年度実績)

公共交通による人口カバー率 93% －

地域の交通課題を解決するために地域が主体となって
検討・協議・運営等を行う取組の数

14件 10件

分析中
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２ 計画骨子案

⑴ 計画の基本方針(案)

① 目指すべき地域の将来像

安全、安心、快適に住み続けたいコンパクトで持続可能なまち

～古都大津の自然、歴史、文化を生かした協働のまちづくり～

大津市総合計画のまちづくりの基本理念・将来都市像、大津市都市計画マスタープランの
まちづくりの理念・まちづくりの目標・将来都市構造の基本的な考え方を踏まえ、引き続き、
現行計画の目指すべき地域の将来像を継続する。

大津市総合計画
＜計画期間：2017年～2028年(12年間)＞

【まちづくりの基本理念】
１．持続可能な都市経営
２．共助社会の確立
３．自然、歴史、文化の保全、再生、活用

【将来都市像】
ひと、自然、歴史の縁で織りなす

住み続けたいまち“大津再生”

～コンパクトで持続可能なまちへの変革～

大津市都市計画マスタープラン
＜計画期間：2017年～2031年(15年間)＞

【まちづくりの理念】
・安全・安心・快適都市 持続可能でコンパクトな大津の構築
・自然、歴史、文化を生かす 観光やにぎわい交流の創出
・ともに創る協働のまち 定住環境の創造

【まちづくりの目標】
①人口減少社会における住み続けられるコンパクトなまちづくり
②古都大津の自然、歴史、文化を生かした魅力あふれるまちづくり
③地域のにぎわいを創る協働のまちづくり

【将来都市構造の基本的な考え方】
コンパクト＋ネットワークによるまちづくり：人口減少下でも生活利便性

が確保された拠点の充実と、公共交通により拠点を相互に結ぶ都市構造とする
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２ 計画骨子案

⑴ 計画の基本方針(案)

② 地域公共交通の目標像

・目標像1 誰もが安全・快適で、安心して暮らせる地域公共交通

・目標像2 大津市の地域資源を生かし、地域の活力を育む地域公共交通

③ 計画の区域

大津市全域

④ 計画の対象期間

2026年度(令和8年度)から2030年度(令和12年度)までの5年間

目指すべき地域の将来像を踏まえ、引き続き、現行の地域公共交通の目標像を継続する。
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２ 計画骨子案

⑵ 取組の方向性(案)と施策(案)

18

策定のポイント

児童、生徒の
移動手段の確保

地域公共交通の
路線の維持

地域公共交通の
環境の整備

高齢者の移動の支援

交通不便地の解消

地域公共交通の維持
に関する意識の醸成

地域公共交通の
担い手の確保

地域の特性に応じた
公共交通の実現

多様な移動手段の
確保

地域の移動需要に
対応する体制の整備

取組の方向性(案)

取組の方向性１ 地域公共交通の維持・確保

取組の方向性２ 地域公共交通の利用の促進と
利便性の向上

⑴地域公共交通ネットワークの維持
－基幹となる地域公共交通ネットワークやそこに接続する地

域公共交通ネットワークなど、市民や来訪者が利用する地

域公共交通ネットワークを維持する。

⑵誰もが利用しやすい交通環境の整備
－高齢者や障害者をはじめ誰もが利用しやすい交通環境の

整備を進める。

⑴地域公共交通の利用促進に向けた意識の醸成
－地域として公共交通を大切に守っていく意識を醸成し、

利用するという行動につなげる。

⑵新たな移動手段の確保
－交通課題の解決に向けて、新たなモビリティや新たな技術

の導入等について検討を進める。

⑶移動手段の維持・確保のための仕組みの構築
－市民等の移動手段を維持、確保するため、市民、交通事業

者、行政が連携を図り、交通課題の解決に向けた体制を整

備する。

⑷地域公共交通を補完する取組の支援
－地域公共交通を補完する地域団体等の取組を支援し、市民

等の移動手段を確保する。

1-1 基幹となる鉄道・路線バスの
運行の維持

・滋賀県、鉄道事業者等と連携した取組の検討
・国庫補助金を活用した路線バスの運行支援

施策(案)

1-2 支線となる路線バス、デマンド型
乗合タクシーの運行の維持

・国庫補助金を活用した路線バスの運行支援
・デマンド型乗合タクシーの運行

1-3 地域公共交通における担い手の
確保、新しい技術の活用

・路線バス、タクシー事業者の運転手確保に
対する支援

・交通事業者の人材募集に係る支援等
・新しい技術の活用

1-4 多様な移動手段、モビリティへの
対応

・地域が主体となり運行する移動手段への支援
・公共ライドシェア等の研究
・福祉有償運送、スクールバス等の連携
・民間事業者の輸送資源の活用研究
・シェアサイクル、シェアバイク等の活用研究

2-1 幅広い世代に対する継続的な
モビリティマネジメントの実施

・モビリティ・マネジメントの実施

2-2 電車、路線バス等の利用に関する
効果的な情報提供

・バス乗換マップの作成 等

2-8 高齢者の運転免許証返納後の
公共交通利用への転換促進

・公共交通利用サービス情報の提供
・移動が困難な高齢者の移動手段の検討

2-3 イベントやキャンペーンを通じた
ＰＲの促進

・関係機関・団体と連携したＰＲイベントの実施

2-4 バス待合環境の向上 ・上屋、ベンチ、照明の設置等

2-5 人にやさしい車両の導入促進
・ノンステップバス、ユニバーサルデザイン

タクシーの導入促進

2-7 交通手段の利便性向上
・利便性の高い乗り継ぎダイヤの調整
・各種割引乗車券、企画乗車券の検討、実施
・パークアンドライドの推進

2-6 鉄道駅のバリアフリー化の促進 ・高架駅のバリアフリー化に向けた検討
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２ 計画骨子案

⑶ 指標(案)

指標(案)（継続） 内容

地域公共交通カバー率（人口）
鉄道駅から800ｍ、路線バスやデマンド
型乗合タクシーの停留所から300ｍの範
囲内の人口を総人口で除して得た値。

地域公共交通の利用者数
（鉄道、路線バス、デマンド型乗合タクシー）
※事業者単位で評価

大津市内の1日あたりの利用者数。

補助対象路線の本市財政負担額
※路線単位で評価

大津市地域バス路線運行等対策費補助
金の交付額。

補助対象路線の収支率
※路線単位で評価

大津市地域バス路線運行等対策費補助
金の補助対象路線の収支率。

路線バスの実車走行キロ当たりの利用者数
※路線単位で評価

路線バスの利用者数を実車走行キロで
除して得た値。

現行計画の指標

公共交通の人口カバー率

鉄道の利用者数

地域公共交通サービス全般に対する大津市の財政負担額

路線維持のために国・県・滋賀補助するバス路線の収支率

路線バスの実車走行キロ当たりの利用者数

指標(案)（新規) 内容

ノンステップバスの導入率
ノンステップバス車両数を路線バス総
車両数で除して得た値。

ユニバーサルデザインタクシーの導入率
大津市域交通圏内のユニバーサルデザ
インタクシーの車両数を総車両数で除
して得た値。

次期計画で見送る指標

地域の交通課題を解決するために地域主体となって検討・協議・運
営等を行う取組みの数

・現行計画の指標の目標値について、路線単位、事業者単位で評価。
・新たに、ノンステップバスやユニバーサルデザインタクシーの導入率を追加。
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２ 計画骨子案

⑷ 推進体制(案)

・短いスパンでの自己評価と進行管理を行い、必要に応じて改善。【図14】
・１年間の成果を総括し、次年度の見直し提言のための全体評価を毎年実施。【図15】
・機動的な施策の実行、見直しを図るため、行政と交通事業者等が定期的、継続的に連携・
共有・協議を行う仕組みの検討。

【図14】計画の継続的な推進のイメージ 【図15】スケジュールイメージ

１年目 ２年目以降

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 第1四半期 第2四半期

協議結果の
展開先

法定協議会

●予算要求等 ●計画認定申請
（国補助金）

●期初報告
（5月頃）

●期初報告
（5月頃）

●中間報告
（1月頃）

・前年度の総括を基
に、2年目の取組
方針を協議

・当該年度の総括
・次年度の取組を
決定

・計画推進のための
キックオフ
－評価体制の確認
－取組方針の協議
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３ 計画素案の策定に向けて

⑴ 地域公共交通計画の実質化に向けた検討会*の提言

・自家用車に頼りすぎることなく誰でも気兼ねなくおでかけで
きる社会の実現を目指し、地域公共交通計画には、司令塔、
実行機能やデータ活用の強化・拡張など「アップデート」が
求められる。

(＊)国土交通省公共交通政策審議官部門が事務局を担い、大学教授等の
有識者により構成された会議体。

⑵ アップデートガイダンスのポイント
① 構成の見直し
・現状整理の比重を下げて、今後の取組の指針を中心とした
構成の見直しを図る。

② データを活用した計画の策定
・統計データやモビリティデータを活用し、交通の課題や将来
の見通しを可視化し、施策の解像度を高める。

地域公共交通計画の実質化に向けた検討会の中間とりまとめや国の作成した地域公共交通
計画の「アップデートガイダンス」を踏まえ、第２次大津市地域公共交通計画を策定する。

※出典／資料 検討会の中間とりまとめより抜粋

※出典／資料 アップデートガイダンスより抜粋



・自動車保有台数は、軽自動車は増加傾向、乗用車は2011年以降横ばい傾向。
・免許人口割合は、若年層が減少する一方で、高齢者層は増加傾向。
・鉄道の利用者数は、新型コロナウイルス感染症の影響により2020年に減少し、以降は回復基調。
・路線バスの利用者数は、新型コロナウイルス感染症の影響による2020年の激減後、回復しつつあったが、2024年減少に転じる。
・一般タクシーの利用者数は、約262万人(2015年度実績)から約143万人(2024年度実績）に減少。
・デマンド型乗合タクシーの利用者数は、約1.3万人(2021年度実績)から約1.6万人(2024年度実績)に増加。

・近年、総人口は横ばい傾向だが少子高齢化は進展。
・老年人口は増加し、2060年には高齢化率は約39％になる見込み。
・通勤流動は全体で流入より流出が多く、流出先は京都市、草津市が多い。
・通学流動は全体で流入より流出が多く、流出先は京都市、草津市、大阪市が多い。
・若年層の移動は減少、高齢者層の移動は増加。
・目的別発生集中量は、出勤目的がやや増加し、それ以外は減少。

第２次大津市地域公共交通計画≪骨子案≫
大津市の地域の特性 大津市の交通の特性

＜運行内容＞
・路線バスの運行本数が少なく利用しづらい。
・鉄道の終電時間が早いので、遅くしてほしい。
・鉄道駅までの二次交通がない。
・時間帯によって、鉄道や路線バスが混雑し

すぎる。

＜車両・待合施設＞
・鉄道駅のホームへのバリアフリー化が進んで

いない。
・エレベーターやエスカレータがない。
・ノンステップバスを増やしてほしい。

大津市の地域公共交通に関する意見

市民等の意見
＜運賃・決済手段＞
・路線バスの運賃が高い。
・全てのバスで交通系ＩＣカードが使えるよう

にしてほしい。

＜子ども・高齢者＞
・高校生の子どもを最寄りの鉄道駅まで送迎す

る必要がある。
・路線バスのダイヤが少なく、中学生の登下校

が不便。
・運転免許証返納後の移動が不安。
・身体が不自由で自家用車に頼らざるを得ない。

鉄道事業者の意見 バス事業者の意見 タクシー事業者の意見
＜事業運営上の課題＞
・運転手や整備士の減少。
・物価の高騰や人件費の増加。

＜期待する行政の支援＞
・滋賀県が検討を進める新たな税のあり方

に関心がある。
・運転手や整備士等の人材を求めているこ

との周知。
・鉄道利用と連動したまちづくりの推進。
・各種キャンペーンを通じた連携。

＜事業運営上の課題＞
・慢性的な運転手不足。
・燃料費等の高騰、人件費の増加。
・不採算路線の見直し、早朝深夜便の減便

＜期待する行政の支援＞
・「路線バスに今乗らないと将来はなくな

る」という周知啓発
・路線維持や設備投資に対する経済的支援

＜今後の展望＞
・利用者の大幅な回復は見込みにくい。
・乗務員不足への対応で手一杯。

＜事業運営上の課題＞
・運転手の確保が困難。
・ＬＰガススタンドが減少し、ＬＰＧ車の

燃料補給が困難。
・燃料費等の高騰分、人件費の増加分を運

賃に十分に反映できていない。

＜期待する行政の支援＞
・助成金、補助金の拡充
・各種割引制度に対する直接の補填

＜今後の展望＞
・運転手不足で事業存続の危機。

策定のポイント

児童、生徒の
移動手段の確保

地域公共交通の
路線の維持

地域公共交通の
環境の整備

高齢者の移動の支援

交通不便地の解消

地域公共交通の維持
に関する意識の醸成

地域公共交通の
担い手の確保

地域の特性に応じた
公共交通の実現

多様な移動手段の
確保

地域の移動需要に
対応する体制の整備

取組の方向性(案)

取組の方向性１ 地域公共交通の維持・確保

取組の方向性２ 地域公共交通の利用の促進と
利便性の向上

⑴地域公共交通ネットワークの維持
－基幹となる地域公共交通ネットワークやそこに接続する

地域公共交通ネットワークなど、市民や来訪者が利用

する地域公共交通ネットワークを維持する。

⑵誰もが利用しやすい交通環境の整備
－高齢者や障害者をはじめ誰もが利用しやすい交通環境の

整備を進める。

⑴地域公共交通の利用促進に向けた意識の醸成
－地域として公共交通を大切に守っていく意識を醸成し、

利用するという行動につなげる。

⑵新たな移動手段の確保
－交通課題の解決に向けて、新たなモビリティや新たな

技術の導入等について検討を進める。

⑶移動手段の維持・確保のための仕組みの構築
－市民等の移動手段を維持、確保するため、市民、交通

事業者、行政が連携を図り、交通課題の解決に向けた

体制を整備する。

⑷地域公共交通を補完する取組の支援
－地域公共交通を補完する地域団体等の取組を支援し、

市民等の移動手段を確保する。

施策(案)

1-2 支線となる路線バス、デマンド型
乗合タクシーの運行の維持

・国庫補助金を活用した路線バスの運行支援
・デマンド型乗合タクシーの運行

1-3 地域公共交通における担い手の
確保、新しい技術の活用

・鉄道、路線バス、タクシー事業者の運転手確保に
対する支援

・交通事業者の人材募集に係る支援等
・新しい技術の活用

1-4 多様な移動手段、モビリティへの
対応

・地域が主体となり運行する移動手段への支援
・公共ライドシェア等の研究
・福祉有償運送、スクールバス等の連携
・民間事業者の輸送資源の活用研究
・シェアサイクル、シェアバイク等の活用研究

2-1 幅広い世代に対する継続的な
モビリティマネジメントの実施

・モビリティ・マネジメントの実施

2-2 電車、路線バス等の利用に関する
効果的な情報提供

・バス乗換マップの作成 等

2-8 高齢者の運転免許証返納後の
公共交通利用への転換促進

・公共交通利用サービス情報の提供
・移動が困難な高齢者の移動手段の検討

2-3 イベントやキャンペーンを通じた
ＰＲの促進

・関係機関・団体と連携したＰＲイベントの実施

2-4 バス待合環境の向上 ・上屋、ベンチ、照明の設置等

2-5 人にやさしい車両の導入促進
・ノンステップバス、ユニバーサルデザイン

タクシーの導入促進

2-7 交通手段の利便性向上
・利便性の高い乗り継ぎダイヤの調整
・各種割引乗車券、企画乗車券の検討、実施
・パークアンドライドの推進

2-6 鉄道駅のバリアフリー化の促進 ・高架駅のバリアフリー化に向けた検討

基本方針(案)

基本方針(案)

安全、安心、快適に住み続けたい
コンパクトで持続可能なまち

～古都大津の自然、歴史、文化を生かした協働のまちづくり～

目指すべき地域の将来像

・誰もが安全・快適で、安心して暮らせる地域公共交通
・大津市の地域資源を生かし、地域の活力を育む

地域公共交通

地域公共交通の目標像

2026年度(令和8年度)から
2030年度(令和12年度)までの5年間

計画の対象期間

計画の区域

大津市全域

・地域公共交通カバー率（人口）
・地域公共交通の利用者数
・補助対象路線の本市財政負担額
・補助対象路線の収支率
・路線バスの実車走行キロ当たりの利用者数
・ノンステップバスの導入率
・ユニバーサルデザインタクシーの導入率

指標

2025/8/28
活性化協議会

1-1 基幹となる鉄道・路線バスの
運行の維持

・滋賀県、鉄道事業者等と連携した取組の検討
・国庫補助金を活用した路線バスの運行支援

本市の地域公共交通を取り巻く厳しい情勢や、
現行計画の取組の方向性を踏まえる。

地
域
公
共
交
通
計
画
の
実
質
化
に
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た
検
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会
の
提
言
や
、
国
の
示
し
た
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域
公
共
交
通

計
画
の
ア
ッ
プ
デ
ー
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を
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を
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す
る
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